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北京市・天津市の間には非常に大きな格差が存在する2 2004 年 10 月にアジア開発銀行と河
北省財政庁がまとめた「河北省経済発展戦略研究報告」によると、北京市・天津市と境界を接す
る河北省の６つの市・区の中に貧困県(1 人当たり年平均収入が 400 元以下の県)が 32 県存
在することが明らかになった さらに、河北省には貧困村が 3789 村存在し、平均収入が 625 元
以下の貧困人口が 272 万 6000 人に達していたことも判明した3 2015 年時点で河北省所轄
区域内には総計 172 の県があり、そのうち 39 県(40%)が貧困県である4 このように、一国の首
都から100㎞以内に広範囲な貧困地帯が形成されているのは世界でも稀な現象であることから、
この貧困帯は「環首都貧困帯」とよく言われている  




                                                        
1 中国の行政区分は「省級(第１級行政区)－地級(第 2級行政区)－県級(第 3 級行政区)－郷級(第 4 級行政
区)」の４層制に序列化されている  
2 中国では巷にこんな言葉が伝わっている 「北京は満腹で食べきれず、天津は食べ足りず、河北には食べるものがな
い」 これは北京・天津・河北の発展が不均衡な状態にある現状をおおむね物語っている  
3 「河北省経済発展戦略研究報告」 (2004)、pp.8-9  
4 中国国務院扶貧開発領導小組の公表により、［https://www.phb123.com/city/GDP/8865. html－201 
7 年 4月23日アクセス］  












中国は 1978 年の改革開放政策の展開以降、高度経済成長を続けてきた 1978 年から
2015 年の間に実質国内総生産(GDP)は年平均 9.5％伸びており、1人当たりの名目GDP は、





長を成し遂げた一方、地域間の経済格差も広がった 例えば、2015 年の中国沿岸部の 1 人当
たり GDP は 7万 2095 元であったが、内陸部では 4万 1076元しかなく、沿岸部と内陸部の間
では 3万 1019元の差があった7  
さらに、高度経済成長の結果、汚染物質の排出量は急速に増加し、環境に大きな負荷をかけ
ることになった 特に、微粒子状物質による大気汚染問題は最も深刻であると言われている 周知
のとおり、中国に起因する PM2.5 問題は 2013 年以降に日本や韓国で連日報道されるようにな
り、中国の大気汚染に対する懸念が急速に高まった8 また、2017 年 4 月 21 日、中国河北省
廊坊市で工業廃水が広範囲にわたってたまっているのが見つかった問題で、「ため池」の近くにある
                                                        
5 2014 年に「THE WALL STREET JOURNAL」(9 月 17 日)は「中国最悪の汚染都市、最大の汚染企業を見
に行く」 をレポートした この報道にで、邢台市は中国の空気質が「最悪の汚染都市」といっても過言ではないと伝えた  




8  知足 (2015)、p.18  






























はがんが原因だった」「深さ 8 メートルの井戸を掘ると赤い水が出てきた」などと訴える声も上がっている  
10 劉 (2012)、pp.38-62  
11 中国の地域経済格差の原因を地理的要因と産業構造に注目している研究もある 例えば、Demurger(2001) 
は、中国地域経済格差とインフラの関係を取り上げ、つまり地理的な要因で各地域の交通インフラの整備状況も異
なるので、西部・中部地域にとって、交通などのインフラの整備が急務であると指摘している さらに、加藤(2003)は、
中国の産業構造と産業生産性に注目している 第 2・3 次産業の未発達と生産性の低下が中国総格差の要因で

















済格差が中国東部の 3 大都市圏の中で一番深刻な地域であることである もう 1 つは、その京
津冀地域内にも大きな環境格差が存在していることである  
まず、経済格差の問題について述べる 図１—１は 2015 年時点での中国 3 大都市圏の経
済格差を示したものである13 全体的に見ると、最上位の天津市の1人当たりGDPは10.80万
元であるのに対し、最下位の河北省の 1 人当たりＧＤＰは 4.03 万元に過ぎず、全国の平均水
準 5.00 万元より低い さらに、3 大都市圏内の経済格差から見ると、長江デルタと珠江デルタで
は 1 人当たり GDP の格差はそれぞれ、2.62 万元、2.72 万元であるが それに対して京津冀地




                                                        
あると述べている  
12 諸法の詳しい内容は中国環境保護部のホームページを参照されたい． 
13 中国の東部沿岸部の3 つの重要な経済圏は一般的に中国の 3大都市圏と呼ばれている 北京を中心とした京津 
冀地域、上海を中心とした長江デルタ、広東と中心とした珠江デルタである 中国の急速な経済発展は主に東部沿
海地域に支えられているが、3大都市圏は東部沿海地域の経済成長の中心地となっている  













次に、環境格差について述べる 図 1—２は 2015 年時点での中国 3大都市圏の環境格差
を示したものである 最上位の河北の 1 人当たり工業固体廃棄物は 4.76 トン/人であるのに対
し、最下位の北京市の 1 人当たり工業固体廃棄物は 0.33 トン/人しかなく、全国の平均水準
2.38 トン/人よりはるかに高い さらに、3 大都市圏内の環境格差を比較すると、長江デルタと珠
江デルタでは 1 人当たり工業固体廃棄物の格差は 0.57 トン/人、0.83 トン/人であるが、京津
冀地域内の格差は 4.43 トン/人である 実際、1 人当たりの工業固体廃棄物の格差だけではな
い 例えば、2015年に北京・天津・河北地域で排出された工業固体廃棄物は3億 7628 万ト
ンを記録した うち、北京で排出された工業固体廃棄物は710 万トン、天津は1546 万トン、河
北は 35372 万トンであった さらに、GDP 当たり工業固体廃棄物の場合、北京は 0.03 トン/万
元、天津は 0.09 トン/万元、河北は 1.19 トン/万元であった また、面積当たり工業固体廃棄







物は、北京が 433 トン/㎢、天津が 1288 トン/㎢、河北が 1881 トン/㎢であった そして同年の
中国の環境統計年鑑によると、河北省の工業固体廃棄物産出量は 3億 5372 万トンで、全国
第 1位であった14  
 










                                                        
14 実は、工業固体廃棄物だけではなく、工業廃水排出量、工業廃気排出量、工業粉塵排出量など汚染物質でも極 
めて大きな格差がある 本論で詳しく議論したい  




















業三廃」の総合環境ジニ係数は 1991 年の 0.18 から 2010 年に 0.32 と増加したものの、不
平等の現象が限定的であると結論付けた  








                                                        
15 Boyce (2015)具体的な結果としてアフリカ系のアメリカ人などの有色人種・低収入世帯が住んでいるところと白人・
高収入世帯地域を比べると大気汚染格差が酷いことを指摘した  











いる さらに、Sakata 他(2006)は、アメリカにおける環境不平等度の拡大の要因は 1990 年の 












































ともに、世界銀行や IMF、日本経済産業省研究所(RIETI)などの統計も利用した  
 
3 研究の構成 


































第 4 章では京津冀地域の大気汚染問題に絞って、大気汚染の空間分布を明らかにする 近
年、中国の PM2.5 問題への関心の高まりとともに、大気汚染物質の排出量を削減するための取
組が広く行われるようになった 2013 年 9月、中国の国務院は『国家大気汚染防止行動計画』













ら環境不平等の程度を明らかにするために、2014 年 13 都市別の工業粉塵のデータを用いて、
人口総数、工業生産額、土地面積及び GDP に基づいてジニ係数を測定した 次に、大気汚染
の空間分布を明確にするため、人口負荷係数、緑色貢献係数、生態負荷係数、工業貢献係
数を用いて測定した その結果、4 項目の環境ジニ係数値はすべて 0.4 の警戒線を超え、京津
冀地域に大気汚染の環境不平等の程度が非常に深刻であることが分かった さらに、邢台市、唐
山市と邯鄲市の３地域は京津冀地域の環境不平等を生み出している主な地域であることも明ら
かにした 京津冀地域における PM2.5 濃度の削減目標を達成するのは重要な政策課題である
が、その過程において、状況の異なる都市ごとの「環境格差・不平等」の問題を考慮する必要があ
ると考える  























に伴い環境の質がどのように変化するのかを分析することである 第 6 章は京津冀地域の収入格
差と環境の質の間にはどのような関係があるのかという問題意識をもって分析した 分析の結果、









第 7 章では京津冀地域の経済格差と大気汚染格差の相関関係を分析する 京津冀地域で
は経済格差と大気汚染格差は負の相関関係であるという仮説を立て、この仮説を検証するため、
多項目の方法(変動係数、ジニ係数、タイル指数)を使用し両者の相関関係を分析した その結
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った また加藤(2014)は中国の地域開発政策の変遷を社会主義時代と改革開放時代 2 つに
分けて検討した そして張(2013)は、中国の地域戦略の変遷を「内陸建設戦略」、「三線建設
                                                        
16 本研究で使う「地域開発政策」、「地域開発戦略」、「地域振興政策」等の用語について、それぞれの範疇や内容、
関連性などを検討した上で用いるべきであるが、本稿は便宜上これらの表現を区別せず使用している  
17 「一帯一路」とは、2014 年 11 月に中国で開催されたアジア太平洋経済協力首脳会議で、習近平総書記が提唱
した経済圏構想である 「一帯」の意味は中国西部から中央アジアを経由してヨーロッパにつながる「シルクロード経済
ベルト」を指す 「一路」の意味は中国沿岸部から東南アジア、スリランカ、アラビア半島の沿岸部、アフリカ東岸を結
ぶ「21 世紀海上シルクロード」を指す 2 つの地域で、インフラストラクチャー整備、貿易促進、資金の往来を促進す
る計画である  











時間 ５ヵ年計画 政策の主な要点 
1953-57 年 第１次５ヵ年計画 沿岸・内陸という地域区分、ソ連援助 156項目は内陸立地、内陸重視 
1958-62 年 第 2次５ヵ年計画 内陸重視を継続、後進地域開発を促進 
1963-65 年 調整期 非効率的なプロジェクトの整理整頓 
1966-70 年 第 3次５ヵ年計画 国際環境の悪化により、一・二・三線という地域区分、 
三線建設の実施、内陸部への傾斜投資と産業移転 1971-75 年 第 4次５ヵ年計画 
1976-80 年 第 5次５ヵ年計画 改革開放政策、の実施国民経済の「調整・改革・整頓・向上」 
1981-85 年 第 6次５ヵ年計画 沿海重視への転換、沿海地域の優先的発展戦略 
1986-90 年 第 7次５ヵ年計画 東・中・西部という地域区分、沿海地域経済発展戦略 
1991-95 年 第 8次５ヵ年計画 地域間の協業と提携の提唱、沿海から内陸への発展の波及 
1996-00 年 第 9次５ヵ年計画 地域間の均衡がとれた発展、7大経済圏構想 
2001-05 年 第10 次５ヵ年計画 地域間の均衡がとれた発展、西部大開発、沿海地域による内陸支援 
2006-10 年 第11 次５ヵ年計画 地域の協調発展、東部の発展加速、西部大開発、東北振興、中部崛起 
2011-15 年 第12 次５ヵ年計画 複数の都市圏を中心とする地域振興、対外経済面での双方向化推進 







                                                        
18 第２次５ヵ年計画は大躍進運動の高揚によって棚上げされた 文化大革命の影響によって、第３次・第４次５ 
年計画はその草案は起草されたが正式な文書としては作成されなかった 第５次５ヵ年計画の正式採択は計画 
開始から２年遅れた1978年 2月であった 張 (2007)p.4  







節では各時期の特徴と課題を議論する 最後に本章での議論を纏める  
 
２ 中国地域振興政策の変遷19 













具体的には、第 1 次 5 カ年計画期から、中国政府は沿岸部と内陸部の 2 極構造の不均衡
を是正するため、重工業を内陸地域に移転することを決めていた それは、旧ソ連の経験を模倣し
たものであり、国家が権力を中央集権的に行使することによって、急速な工業化の実現を追求す
るものであった その結果、この時期の GDP 成長率は 9.4％という高成長率を達成した しかし、
沿海地域において大規模プロジェクトへの投資が少なかったため、沿海地域の工業発展速度は内
陸地域より遅れることとなった このことが背景となって、1956 年に毛沢東は、「十大関係論」を発
                                                        
19 中国における地域開発政策は、国レベルの地域政策と地方レベルの地域政策に分けることができるが、中央集権が
強い中国の場合、中央政府が地域政策の主導権をもっている そこで、本章は国レベルの地域政策を対象とする  
20 張 (2007)、pp. 17-18  









































青島、連雲港、南通、上海、寧波、温州、福州、広州、堪江、北海の 14 の沿海港都市 11 を
開放し、沿海開放地帯とした 1985 年に国務院は珠江デルタ、長江デルタと間南（福建省南



















「西部大開発」戦略22：1999 年の新中国建国 50 周年式典で、江沢民総書記は「中・西
                                                        
22 西部地域は内モンゴル、広西、重慶、四川、雲南、貴州、チベット、陝西、甘粛、青海、寧夏、新疆 12 の省・直轄
市・自治区から成り立っている 『中国統計年鑑2016』のデータにより、2015 年に西部地域の年末総人口数は 3

















10 月の第 16 回中国共産党全国人民代表大会において「東北振興」戦略が打ち出された 







うな状況下で、2003 年 9 月の国務院常務会議では、各地域のバランスが取れた発展に向けて
                                                        
億7131万人余りで、中国全人口の27.1%占め、GDPは 145019億元で、中国全国の20.1%を占め、土地
面積は 687万㎢であり、中国全国土の71.5%を占めている  
23 東北地域は黒竜江、吉林、遼寧の３つの省から成り立っている 『中国統計年鑑 2016』のデータにより、2015 年
に東北地域の年末総人口数は 1 億 947 万人余りで、中国全人口の 8%占め、GDP は 57816 億元で、中国
全国の8%を占め、土地面積は78.8万㎢であり、中国全国土の8.2%を占めている  
24 中部地域は山西、河南、湖北、湖南、江西、安徽６つの省から成り立っている 『中国統計年鑑 2016』のデータに
より、2015 年に中部地域の年末総人口数は 3 億 6488 万人余りで、中国全人口の 26.6%占め、GDP は 
146950 億元で、中国全国の 20.3%を占め、土地面積は 102.8 万㎢であり、中国全国土の 10.7%を占めて
いる  








発を目標とする「中部崛起」が提唱された 2006 年 3 月に開催された全人代で採択された｢第






地域開発には主に 2 つの目的がある 第 1 は、国の経済水準を引き上げ、国全体の経済成
長を図ることである 目的を達成するためにはそれぞれの地域の地理的、自然、資源などの初期条













                                                        
25 于 (2011)、p.1  
26 張 (2007)、pp.47-51  































                                                        
27 同上、pp.52-55  



































































































とはいえない 一般的には、第 3 期以降から、京津冀地域の産業連携は始まったと考えられてい
る 本章で最も注目したいのは、2000 年代以降、地域振興政策によって、京津冀地域にどのよ
うな効果と影響があったのかということである  








2000 年代以降、京津冀における地域振興政策の経緯を表 3—１に示している  
                                                        
28 「京津冀協同発展」は『第 13 次国民経済と社会発展 5 ヵ年計画』では「一帯一路」、「長江経済ベルト」と並んで
中国の地域発展戦略の3大戦略の1 つを国家戦略として実施している  
29 京津冀区域発展報告 (2014)、pp.273-277  







表3—１ 京津冀地域振興政策の経緯(2000 年代以降) 
時間 内容 
2004 年 2 月 「廊坊共識」で『京津冀協同発展』を国家政策として提唱 
2006 年３月 11・5 カ年計画で京津冀都市圏の発展計画を編成 
2008 年 2 月 第一次京津冀発改委地域工作聯席会が開く 
2010年 10月 『関与加速河北省環首都都市圏産業発展の実施意見』が発表 
2011 年 3 月 「首都都市圏」概念が 12・5 カ年計画に、国家戦略へ 
2011年 12月 発改委関係者が京津冀地域の計画工作推は不足であると指摘 
2013 年 5 月 習近平が天津市を観察、京・津『双城記』を提起 
2013 年 8 月 習近平が河北を観察、京津冀協同発展を強調 
2014 年 2 月 北京市の京津冀協同発展工作報告と習近平の重要発表 
2014 年 3 月 総理政府工作報告で『渤海周辺と、京津冀経済協力を強化』と提起 
2014年 12月 13・5 カ年計画で『京津冀協同発展』を国家戦略として正式に提起 
2015 年 7 月 中央政治局が『京津冀協同発展計画概要』が発表 
2016 年 2 月 『十三・五京津冀国民経済と社会発展計画』を発行 
2016 年 6 月 『京津冀産業移転ガイドライン』が公表 




発展』が国家政策として提唱された30 その後、2006 年に発表された第 11 次 5 カ年計画に
おいて、国家発展改革委員会は正式に京津冀都市圏の発展計画を策定した また、第 12 次 
5 カ年計画においても、京津冀発展・首都圏の構築が国家戦略として取り上げられた 2014 年
２月、習近平国家主席は「京津冀協同発展の業務状況報告会」を開催し、「京津冀協同発展
                                                        
30 「廊坊共識」は 2004 年に河北省廊坊市で開催された「京津冀地域の発展戦略会議」を指す  






















                                                        
31 中国投資銀行部・中国調査室 (2017)、pp. 1-7  














から 2015 までの京津冀地域の経済発展の推移を表すものである 京津冀全体を見れば、１人
当たりＧＤＰは年々右肩上がりの上昇を見せており、ここで注目すべき点は地域間の経済格差の
広がりである 特に、2000 年代に入り、京・津の経済は急成長を遂げ、河北省との格差を一気に
拡大した 1990 年の京津冀地域の１人当たり GDP はそれぞれ 4635 元、3487 元と 1465
元で、京・津と河北省の格差はそれぞれ3170元と2022元であった しかし、2000年の京津冀
地域の１人当たり GDP はそれぞれ 2 万 4127 元、1 万 7353 元と 7592 元であり、河北省と
の格差は 1 万 6536 元と 9761 元に広がった さらに、2015 年時点の京津は河北省との格差








域の土地面積は 21.6 万㎢であり、中国全国土の 2%、日本国土の約 57％を占めている  
                                                        
32 河北省は保定市、廊坊市、衡水市、石家荘、滄州市、張家口、秦皇島、承徳市、邢台市、唐山市、邯鄲市、総 
計11市レベル行政単位を含む  










出所： Esri, HERE ,DeLorme, Map my India, © Open Street Map contributors and the GIS user 
community. 
 
表 3—２は 2015 年の京津冀地域の基本情報を示したものである 京津冀地域総人口数は
1億114万人余りで、中国全人口の8.1%、日本人口の85％を占めている 京津冀地域の総
生産は合計約 7 兆元に上り、全国の約 10％を占めている 中国北部で経済規模が最も大きい
地域である 2015 年に北京市、天津市の１人当たり GDP は 10 万元を突破したが、それに
対して河北省における１人当たり GDP は 4万 255 元と全国平均水準を下回っている  
 







表3—２ 京津冀地域の概況(2015 年) 
項   目 北京市 天津市 河北 全国水準 
面積(㎢) 16411 11917 187693 — 
GDP(億元) 23014.6 16538.2 29806.1 — 
１人当たり GDP(元) 106497 107995 40255 49992 
人口(万人) 2170.5 1547 7424.9 — 
比率(％) 
都市人口 86.5 82.6 51.3 56.1 















方法がある 絶対的格差は地域間の 1人当たり GDP の標準偏差を比較することで表すことがで 
 
 
                                                        
33 中国投資銀行部・中国調査室 (2016)、pp.1-10  







き、相対的格差は地域間の 1 人当たり GDP の標準偏差をさらにその平均値で割って得られる変
動係数を用いて表すことができる34  
 







3—3 は 13 都市の１人当り GDP に関する格差の推移を示したものである 図の中の標準偏差
と変動係数はそれぞれ絶対的格差と相対的格差を表している 標準偏差を見ると、京津冀地域
13 都市の絶対的格差は 1994 年の 2388 元から 2015 年の 2 万 8687 元まで、約 12 倍に
拡大していることが分かる 具体的には、1994-2003年の間の絶対格差は比較的に小さいが、 
 
                                                        
34 鄭 (2011)、pp.1459-1460  









1998 年から再び急増し、2003 年まで上昇を続けている 2004-2011 年は下落したものの、




年代以降に入ると、最も高い水準に上がった その後、2004 年の産業移転と 2008 年のオリンピ
ック開催を機に一時的に下落し、2013 年以降に再度縮小している  
地域間経済格差の是正過程は、そのなかの未開発地域が低開発の悪循環の状態から脱却
する過程でもある 未開発地域の開発は主に 3 つの段階に分けられる 第 1 段階においては不
均衡成長理論に基づき、部分地区を優先に開発することによって地域内の高成長地区(成長の
極)を作り上げる そして、第 2 段階においてはこの高成長地区(成長の極)の波及効果を十分に









                                                        
35  董 (2008)、p.137  
36 ある産業に新たな需要が生じたとき行われる生産等により、その産業と取引を通じて関連する他の産業に新たな需
要が生まれ、次々に波及してゆくことを目指す  
37 Myrdal (1957). pp.35-36. 
















表 3—３は京津冀地域別の 5 ヵ年産業構造の変化を示しているものである まず、地域別産
業構造の構成比から見ると、改革開放以来、1980－2015 年の間に３地域において、非農業
がともに進行し、北京市と天津市は第 3 次産業が過半を占めているが、河北省では、第２次産
業が過半を占めている 北京市は1980 年の産業構成比が4.40：68.70：26.90 に対して、
2015 年の時点は 0.60：19.70：79.70 となっている 第１次産業と第２次産業はそれぞれ
3.80 ポイントと 49.０ポイント下がり、第３次産業は 52.8 ポイント上昇した 同様に、天津市は
1980 年の 6.30：70.10：23.60 に対して、2015年の時点は 1.30：46.50：52.20 とな
っている 第１次産業と第２次産業はそれぞれ 5.0 ポイントと 23.60 ポイント下落し、第３次産
業は 28.6 ポイント上昇した 一方、河北省は 1980 年の 31.06：48.29：20.65 に対して、
2015 年の時点は 11.54：48.27：40.19 となっている 第１次産業は 19.52 ポイント下落
し、第３次産業は 19.54 ポイント上昇した 第２次産業は 0.02 ポイント下がったが、ほとんど変
わらず工業中心の経済発展モデルである  
                                                        
38 経済発展過程は産業構造の変化と密接に関連しており、その関係を示す経験則が存在する その最も古いのは産
業ごとに賃金が異なるという Petty(1690)の発見である のちに Clark(1940)はこの発見をもとに「豊かな国ほど農
業を中心とした産業構造から工業・サービス業を中心とした産業構造となる」ことを見出した 特に後者の経験則は、
両者の名から「ぺティ＝クラークの法則(Petty・Clark,s law)」として広く知られている  (川畑康治、2006、pp. 
58-59.) 














業格差は縮小している しがし、2015 年の第１次産業を見ると、北京市と天津市はそれぞれ 
0.6、1.3 となっているのに対し、河北は 11.54 ポイントを占め、全国平均の 8.90 を上回ってい
る さらに、第 2 次産業は北京市が 19.70 であるが、河北は 48.27 となっており、全国平均の 
40.90 を上回っている また、第 3次産業構造は北京市と天津市がそれぞれ 77.70、52.20 と
なっているのに対し、河北は 40.19 に止まっており、全国平均より 10.01 ポイント低くなっている







                                                        
39 2015 年に中国の産業構成比は8.90：40.90：50.2 である  
第１次 第２次 第３次 第１次 第２次 第３次 第１次 第２次 第３次
1980 4.40 68.70 26.90 6.30 70.10 23.60 31.06 48.29 20.65
1985 6.90 59.70 33.40 7.40 65.40 27.20 30.33 46.44 23.23
1990 8.70 52.30 39.00 8.80 58.30 32.90 25.43 43.23 31.34
1995 4.80 42.70 52.50 6.50 55.70 37.80 22.16 46.42 31.42
2000 2.40 32.60 65.00 4.30 50.80 44.90 16.35 49.86 33.79
2005 1.20 28.90 69.90 2.90 54.60 42.50 13.98 52.66 33.36
2010 0.90 23.60 75.50 1.60 52.40 46.00 12.57 52.50 34.93
2015 0.60 19.70 79.70 1.30 46.50 52.20 11.54 48.27 40.19
項目　年
北京 天津 河北












2002 年 7 月に「北京市オリンピック行動計画(北京市奥運行動規画)」を発表して以来、河
北省へ重工業会社を移転することになってきた 2014 年、北京市は「新規産業に対する禁止と
制限リスト」を発表し、それによると 2015 年 7 月までにリストによって却下された新規産業申請件
数は 6900 件を超えている41 2015 年 8 月 24 日に、北京市は 2014 年リストの「概要」に基
づいて修正し、2015 年リストを新しく発表した42 新規リストの制限は 2014 年より厳しくなり、北
京市全体では、禁止・制限対象となる品目は 599 項に上がり、国民経済工業分額に占める割
合は 32％から 55％まで上昇した  
このような背景で北京市の汚染企業の閉鎖・移転は着実に進められた ここで重要な点は、北
京市で閉鎖・移転された産業の多くが、河北省へ移転したことである 2016 年まで、既に 1200
社「三高一低」企業が河北省へ移転した43 このような膨大な汚染産業が河北省へ移転して、北
京市の工業産業の転換は基本的に完成した つまり、地域格差の解消と環境問題を解決するた





                                                        
40 張 (2014)、p.106  
41 北京市人民政府 (2014)、「新規産業に対する禁止と制限リスト」  
42 詳細は北京市政府ネット〔http://zhengwu.beijing.gov.cn/gzdt/gggs/t1400632.htm―2016 年 3月 
25日アクセス〕を参照されたい  
43 「三高一低」企業は「高投入、高消耗、高汚染、低効率」のような企業を指す  








表3—４ 北京市から河北省へ移転産業(2000 年代以降) 
産業類型 会社名 所在地 移転先 
資源消耗型 
北京市焦化廠 北京市 河北省唐山市 
首都鋼鉄集団有限公司 北京市 河北省唐山市 
北京市第一機床鋳造職場 北京市 河北省保定市 
北京市内燃機総廠鋳造職場 北京市 河北省滄州市 
伝統製造業 
北京市自動車製造廠 北京市 河北省滄州市 
北京市ベンツ自動車配套廠 北京市 河北省廊坊市 
北京市現代自動車配套廠 北京市 河北省滄州市 
北京市白菊会社洗濯機製造基地 北京市 河北省廊坊市 
北京市凌雲会社建築材化工有限会社 北京市 河北省邯鄲市 
労働密集産業 
豊台服装加工基地 北京市 河北省廊坊市 
大紅門服装卸売市場 北京市 河北省保定市 
北京市京温服装卸売市場 北京市 河北省廊坊市 




















表3—５ 2015 年以降京津冀地域における廃棄物の転移 




























も河北省へ移転することになってきた 表3—５は 2015 年以降京津冀地域における廃棄物の


















地域 北京市 天津市 河北省 
北京市 1.0000 
  
天津市 0.6706 1.0000 
 





















                                                        
44 京津冀区域発展報告 (2014)、p.333． 






















                                                        
45 中央政治局 (2015)、『京津冀協同発展計画概要』  







図 3—4 は 1996-2015 年間の京津冀地域における粗鋼生産量の推移を示すグラフである 
1996年から 2003 年頃までの各市における粗鋼生産量の変化は少ないが、2004 年以降は大
きな変化があることが分かる 北京市では 2007 年まで年間 800 万トン以上の粗鋼生産量を維
持していたが、2008 年にはオリンピック開催に伴う規制強化により、約 460 万トンにまで減少した 
さらに、2010年に首都鉄鋼の移転完了以降は急激な減少が見られ、2000年に約800万トン
あった生産量が 2011 年から 3 万トン以下にまで減少した 2015 年にはわずか 1.5 万トンの生
産量となった 2016 年のデータは公表されていないが、減少傾向が続いていると推測される 
2015 年の北京市における粗鋼生産量はわずか 1.5 万トンであったが、天津市では 2068 万ト
ン、河北省は 18833 万トンであった ３地域の中で河北省が占めていた粗鋼生産量のシェアは
1996 年の 47.7％から 2015 年の 90.1％へ急増している さらに図 2 のグラフの右軸が示して
いる１人当たりの粗鋼量を見ると、1996 年の北京市の粗鋼量は 631 ㎏/人であるのに対し、河
北省の粗鋼量は 140 ㎏/人であり、北京市の粗鋼量のほうがはるかに多いことがわかる しかし、
その差は年々減少し、2003 年に河北省の粗鋼量が北京市の粗鋼量を逆転している それ以降
は河北省の粗鋼量は北京市より増えている 一方、河北省の粗鋼量は 2003 年以降も増加を
続けている 2015 年の北京市の粗鋼量は 0.69 ㎏/人で、天津市は 1337 ㎏/人であったのに
対し、河北省は 2536 ㎏/人であった  
実際、京津冀地域の粗鋼生産量だけではなく、鋼材生産量も同様の変化がある 例えば、北
京市では 2007 年までの鋼材生産量は年間 1000 万トン以上であったが、2008 年はオリンピッ
ク開催のため、約 656.8 万トンにまで減少した さらに、2010 年に首都鉄鋼の北京から河北省
への移転完了以降は急激な減少が見られ、2010 年に約 794 万トンあった生産量が 2011 年
には 300 万トン以下にまで減少した 2015 年の北京・天津・河北における鋼材生産量は 3 億
3606 万トンであったが、このうち北京の生産量は 175 万トン、天津の生産量は 8186 万トン、
河北省の生産量は 2 億 5245 万トンであった 河北省における鋼材生産量は京津冀地域の
75.1%に達している  
 







 (３) エネルギー消費への影響 
河北省鉄鋼産業などの重工業を維持するために膨大なエネルギー量を必要とする 図 3—５
は 1996-2015 年の京津冀地域におけるエネルギー消費量の推移を示したものである まず、右
軸が示している GDP 当たりエネルギー消費量を見てみる 全体的に見れば、GDP 当たりエネルギ
ー消費量はある時期を除いて、３地域とも年々徐々に減少していることが分かる さらに、河北省
は他の両地域より常に GDP 当たりエネルギー消費量が大きいことが明らかとなった 河北省では
2000年にGDP当たりエネルギー消費量が上昇し2003年まで横ばいであった これは2000年
代以降の河北省への産業移転の影響によると考えられる 2015年時点では、北京市のGDP当
たりエネルギー消費総量は 0.3 トン、天津市は 0.5 トンであったのに対し、河北省は 1.0 トンであ






注：棒グラフは左軸: エネルギー消費総量(単位：万トン標準炭)、折れ線グラフは右軸: GDP 当たりエネルギー消費 
量(単位：トン標準炭/万元) 









年から 2000 年頃までは変化が少ないが、2000 年代以降変化があることが分かる 2000 年以
前は河北省と両地域とのエネルギー消費総量の差もあまり変化が見られない 河北省では 2000
年に 10000 万トンを突破し、それ以降エネルギー消費総量は急上昇し、北京市・天津市との格
差は拡大した 2015 年時点では、北京市のエネルギー消費総量は 6853 万トン、天津市は
8078万トンであったのに対し、河北省は2億9395万トン、これは北京市の約4.3倍、天津市
の約 3.6 倍の数字である 特に、格差の経年変化を見れば、エネルギー消費量という点で最上位
にある河北省と、エネルギー消費量で最下位に位置する天津市との差は 1996 年の時点では
6438 万トンであったのに対し、2015 年には最上位と最下位の差は 2 億 2543 万トンに拡大し
た さらに、2015 年河北省の産業別内訳を見ると、工業で利用したエネルギー消費が 80％を占
めている  
以上のとおり、エネルギー消費量の経年変化を見ると河北省の場合は GDP 当たりのエネルギー










                                                        
46 新華網、［http://news.xinhuanet.com/politics/2016-12/25/c_1120183326.htm－2016 年5月 
16日アクセス］  
























                                                        
47 Reuters、［http://jp.reuters.com/article/china-energy-cut-idJPKCN0W90E1－2017 年 5 月 9 
日アクセス］  
48 張 (2012)、p.48  
49 宋 (2012)、p.62  
















大きな格差がある 例えば、2014 年の三区十群の粉塵排出量を見ると、京津冀地域は 199.5
万トンで三区十群の中で最上位にあり、最下位の長株潭都市群の 17.91 倍になっている52 同
様に、2014 年の工業粉塵排出量の面から見ると、京津冀地域は 158.6 万トンで最上位にあ
り、最下位の長株潭都市群の 15.39 倍になっている53 京津冀地域は粉塵による大気汚染問
題は中国のなかで一番深刻であるといえる  
このような状況に応じて、2013 年 9 月、中国の国務院は『国家大気汚染防止行動計画』を
発表し、「大気汚染防止措置十条」が打ち出された その中で、2017 年までに京津冀地域、長
                                                        
50  本章は、2016年10月7日にChonnam National Universityにおいて開催された「Asian Social Economy 
International Seminar」で報告した内容を基に修正したものである コメントをして頂いた方々にはこの場をお借
りしてお礼を申し上げたい  









53 本章で取り上げた工業粉塵とは中国語で工業煙(粉)塵のことを指す  







江デルタ、珠江デルタの PM2.5 濃度をそれぞれ 25％、20％、15％下げることを要求した54 政
策においても、それらの目標実現のために、様々なものが展開されているが、特に中国政府は第











                                                        
54 中国国務院、『国家大気汚染防止行動計画』国発〔2013〕37号、2013 年 9月10日  
55 2015 年 4 月 30 日、「京津冀協同発展計画綱要」が発表された 京津冀(北京市、天津市、河北省)エリアは、
交通、生態環境保護、産業の高度化と移転の 3 つの重点分野について、重大プロジェクト推進などの対策を打ち出
し、安定成長と共同発展を目指す  




























                                                        
56 Boyce, J.K. et al. (2015), pp.1-30. 
57 Bouvier, R. (2014), pp.39-47. 
58 王 (2006)、pp.111－115  
59 鐘 (2008)、pp.4486－4493  
60 王 (2009)、pp.974－978  









を把握し、第 3 節では大気汚染の不平等度の現状を分析し、第 4 節では都市別の大気汚染の
















)(21  dxxGEGini                        (1) 




                                                        
61 京津冀地域 13 都市とは北京市、天津市、保定市、廊坊市、衡水市、石家荘、滄州市、張家口、秦皇島、承徳
市、邢台市、唐山市、邯鄲市のことを指す  
62 本章ではローレンツ曲線の積分を用いて、京津冀地域の環境ジニ係数を測定する ローレンツ曲線(Lorenz 
curve)は、所得分布や資産分布などの格差、不平等度、集中度を明らかにするための代表的な方法で、1905
年にアメリカの統計学者 Lorenz, M.O.によって考察された  









す項目である 京津冀地域内には 13 都市があり、それぞれの人口や、工業生産額や、土地面
積や GDP などには大きな差があり、京津冀地域内のどの地域が京津冀地域全体の環境不平等
度に貢献しているのがを特定することが重要である この考えに基づいて、京津冀地域内の 13 都
市のそれぞれの人口負担係数(Population Burden Coefficient, PBC)、工業貢献係数
(Industrial Contribution Coefficient, ICC) 63 、生態負荷係数(Ecology Burden 









た そして王(2009)は工業貢献係数を測定した  
 





                     (2) 
上記の計算式内の X は京津冀地域全体の人口や、工業生産額や、土地面積や GDP を表
し、Xi は京津冀地域内の一地域の人口や、工業生産額や、土地面積や GDP を表す；Y は京
津冀地域全体の汚染物排出量を表し、Yi は京津冀地域内の一地域の汚染物排出量を表す  
                                                        
63 王 (2009)、ｐ.974  
64 鐘 (2008)、ｐ.4486  
65 王 (2006)、ｐ.112  

















                                                        
66 本章で用いたデータは、中国政府の公式発表データである それぞれは 2015 年版の『中国環境統計年鑑』、『北
京統計年鑑』、『天津統計年鑑』、『河北省経済年鑑』、『河北省環境公報』から抽出したものを使った  












順である 以下に、ローレンツ曲線の積分を用いて、それぞれの環境ジニ係数の数値を計算する  
 
(１)  人口に基づいた環境ジニ係数 






る さらに、上記の公式により、2014 年の京津冀地域の環境ジニ係数は 1-2*0.227＝0.546
と大きな値となっている この値は警戒ラインの 0.4 を超え、京津冀地域の粉塵と人口の間におい
て、厳しい格差があり、著しい不平等が存在していることを示している  
 
(２)  工業生産額に基づいた環境ジニ係数 
次に、京津冀地域の工業化の程度と環境不平等度の関連を明確にするために 13 都市別の
工業生産額に基づいた粉塵のジニ係数を計算した 表 4—2 は工業生産額に基づいた環境ジニ
係数の測定データを示している 上記(１)と同様に、極めて大きな差があることが分かる 2014 に
北京市の工業生産額当たりの粉塵は1.23ｔ/億元であったのに対し、邯鄲市は58.11ｔ/億元
で、これは北京市の 47.24 倍となっている 邯鄲市のほうがはるかに多いことがわかる また、工業
生産額に基づいた粉塵のローレンツ曲線をみても、45 度線から大きく離れている 2014 年京津
冀地域の工業生産額に基づいた環境ジニ係数は1-2*0.210＝0.580と大きな値となっている 











(３)  土地面積に基づいた環境ジニ係数 
引き続き、京津冀地域の生態容量における環境不平等度を明確にするために13都市別の土
地面積に基づいた粉塵のジニ係数を計算した 表 4—3 は土地面積に基づいた環境ジニ係数の
測定データを示したものである これを見ると、都市間の差は非常に大きいことが分かる 唐山市は
最上位(39.79 t/sq.km)にあり、最下位の北京市(1.38 t/sq.km)の 28.83 倍となっている 
土地面積に基づいた粉塵のローレンツ曲線をみても、45 度線から大きく離れている さらに、2014
年京津冀地域における土地面積に基づいた環境ジニ係数は 1-2*0.206＝0.588 である これ
は警戒線を超え、各都市間に粉塵と土地面積の間に厳しい格差があることが分かる  
 
(４)  GDP に基づいた環境ジニ係数 
最後に、京津冀地域の経済発展における環境不平等度を明確にするために 13 都市別の
GDP に基づいた粉塵のジニ係数を計算した 表 4—4 は GDP に基づいた環境ジニ係数の測定
データを示したものである これを見ると、上記の項目と同じく大きな格差があることが分かる 例え
ば、2014 に北京市の GDP 当たり粉塵は 1.06ｔ/億元であったのに対し、邯鄲市は 98.00ｔ/
億元で、これは北京市の 92.45 倍となっている さらに、GDP に基づいた粉塵のローレンツ曲線を
みても、やはり 45度線から大きく離れている また、2014 年の京津冀地域の GDP に基づいた環
境ジニ係数は 1-2*0.183＝0.634 と大きな値となっている この結果から、京津冀地域の粉塵
と GDP の間において最も厳しい不平等が存在していることが明らかである  
これまで、京津冀地域の粉塵について、人口、工業生産額、土地面積 GDP に基づいて環境
ジニ係数を測定してきた ここで、注目したいのは 4 項目の環境ジニ係数値はすべて 0.4 の警戒
線を超えていることである 以上のことから、京津冀地域 13 都市間に環境不平等が存在し、その


















)( dxxG  
人口総数 工業粉塵 人口総数 工業粉塵 
北京市 10.55 0.191 0.014 0.191 0.014 0.001 
保定市 44.95 0.106 0.034 0.297 0.049 0.003 
衡水市 50.20 0.040 0.014 0.338 0.063 0.002 
天津市 73.92 0.135 0.071 0.472 0.134 0.013 
滄州市 82.58 0.068 0.040 0.540 0.174 0.011 
廊坊市 85.95 0.040 0.025 0.580 0.199 0.007 
石家荘 101.74 0.091 0.066 0.671 0.265 0.021 
張家口 110.23 0.042 0.033 0.713 0.298 0.012 
邢台市 170.23 0.069 0.084 0.782 0.382 0.023 
秦皇島 200.68 0.026 0.038 0.808 0.419 0.010 
承徳市 201.98 0.034 0.049 0.842 0.468 0.015 
邯鄲市 293.18 0.091 0.192 0.933 0.660 0.052 
唐山市 711.75 0.067 0.340 1.000 1.000 0.055 


























)( dxxG  
工業生産額 工業粉塵 工業生産額 工業粉塵 
北京市 1.23 0.196 0.014 0.196 0.014 0.001 
天津市 4.00 0.298 0.071 0.494 0.086 0.015 
廊坊市 10.63 0.039 0.025 0.532 0.110 0.004 
滄州市 11.17 0.060 0.040 0.593 0.150 0.008 
石家荘 11.56 0.096 0.066 0.689 0.217 0.018 
保定市 11.75 0.049 0.034 0.737 0.251 0.011 
衡水市 13.06 0.018 0.014 0.756 0.265 0.005 
張家口 36.87 0.015 0.033 0.771 0.298 0.004 
秦皇島 38.01 0.017 0.038 0.787 0.336 0.005 
承徳市 42.81 0.019 0.049 0.806 0.384 0.007 
邢台市 48.37 0.029 0.084 0.835 0.468 0.012 
唐山市 51.86 0.110 0.340 0.945 0.808 0.070 
邯鄲市 58.11 0.055 0.192 1.000 1.000 0.050 


























)( dxxG  
土地面積 工業粉塵 土地面積 工業粉塵 
北京市 1.38 0.076 0.014 0.076 0.014 0.001 
張家口 1.40 0.172 0.033 0.248 0.047 0.005 
承徳市 1.95 0.184 0.049 0.432 0.096 0.013 
保定市 2.42 0.103 0.034 0.535 0.130 0.012 
衡水市 2.58 0.041 0.014 0.576 0.145 0.006 
滄州市 4.52 0.065 0.040 0.641 0.185 0.011 
廊坊市 6.07 0.030 0.025 0.671 0.209 0.006 
秦皇島 7.59 0.036 0.038 0.707 0.247 0.008 
石家荘 7.95 0.061 0.066 0.768 0.313 0.017 
天津市 9.41 0.055 0.071 0.823 0.384 0.019 
邢台市 10.58 0.058 0.084 0.881 0.468 0.025 
邯鄲市 25.02 0.056 0.192 0.937 0.660 0.032 
唐山市 39.79 0.063 0.340 1.000 1.000 0.052 























)( dxxG  
GDP 工業粉塵 GDP 工業粉塵 
北京市 1.06 0.320 0.014 0.320 0.014 0.002 
天津市 7.13 0.236 0.071 0.557 0.086 0.012 
保定市 17.72 0.046 0.034 0.602 0.120 0.005 
廊坊市 17.79 0.033 0.025 0.635 0.144 0.004 
衡水市 19.77 0.017 0.014 0.652 0.159 0.003 
石家荘 20.17 0.078 0.066 0.730 0.225 0.015 
滄州市 20.25 0.047 0.040 0.777 0.265 0.012 
張家口 38.29 0.020 0.033 0.797 0.298 0.006 
秦皇島 49.35 0.018 0.038 0.815 0.336 0.006 
承徳市 57.28 0.020 0.049 0.835 0.384 0.007 
邢台市 79.89 0.025 0.084 0.860 0.468 0.011 
唐山市 86.12 0.094 0.340 0.954 0.808 0.060 
邯鄲市 98.00 0.046 0.192 1.000 1.000 0.042 





















市の人口負担係数は１より大きい 特に、北京市は最大値の 13.25 に達している これらの地
域では、工業粉塵による大気汚染の人口負担が他の地域より少ないことを示している 一方、秦
皇島市、承徳市、邢台市、唐山市、邯鄲市の 5 都市は人口負担係数がすべて１より小さい こ
れらの地域では、工業粉塵により大気汚染の人口負担が大きいことが分かる このことから、これら
の都市は京津冀地域内で環境不平等が最も顕在化している地域であることが分かる 特に、唐







市の 7 都市は工業貢献係数がすべて１より大きい 同様に、北京市は最大値の 13.59 に達し
ている これらの地域は他地域より工業化が進んでいる地域である 一方、張家口市、秦皇島市、

















秦皇島市の 8都市は生態負荷係数がすべて１より大きい 特に、北京市は最大値の5.29 に達
している このことから、これらの地域は土地面積に対して、粉塵の量が他地域より負荷が少ない 
一方、石家荘市、天津市、邢台市、唐山市と邯鄲市の 5 都市は生態負荷係数が１より小さい 
その中で、天津市と石家荘の生態負荷係数は１に近く、生態環境と粉塵のバランスはかろうじて
取れていると言える しかし、唐山市と邯鄲市の生態負荷係数は 0-0.5 の間で、邢台市は 0.69





 最後に、緑色貢献係数を見てみよう 図 4—６は京津冀各都市の緑色貢献係数の空間分
布を示している 2014 年の北京市、天津市、保定市、廊坊市、衡水市、石家荘市、以及滄州
市の 7 都市は緑色貢献係数がすべて１より大きい 同じく、北京市は最大値の 22.22 に達して
いる つまり、これら地域は GDP と粉塵が他地域よりバランスが良く取れていると言える 一方、張
家口市、秦皇島市、承徳市、邢台市、唐山市と邯鄲市の 6 都市は緑色貢献係数が 1 より小さ
い 従って、この 6 都市は GDP に対して、粉塵の排出量が大きい さらに、その中にはグリーン貢





工業貢献係数すべて 0.5 以下となっている つまり、３地域は京津冀地域の大気汚染を生み出
している主な地域である  















































































て一番多用されるのがジニ係数である 私たちは環境ジニ係数で表された 0.4 の警戒線を見たときに、これらのことに
留意して見なければならない  
68 田村 (2014)、p.73  








第 5 章 環境不平等の変化とその要因69 
 
１ はじめに 
アメリカ North California 州Warren County にある黒人居住地域Afton Town では、










報告である「穹頂之下(Under The Dome)」をインターネットで公開し話題を呼んだ このドキュ





                                                        
69 本稿は、2016年9月17日に西南学院大学において開催された「日本国際経済学会―九州・山口地区研究会」
で報告した内容を基に修正したものである コメントをして頂いた方々にはこの場をお借りしてお礼を申し上げたい  
70 経済産業研究所、［http://www.rieti.go.jp/jp/columns/a01_0433.html－2016 年5月16日アクセ
ス］  









表 5—１は中国 3 大都市圏の経済格差と環境格差を示したものである まず、2014 年の 1
人当たり GDP を見ると、河北省は8 つの地域の最下位にあり、最上位の天津市の4割に満たな
い さらに、2014 年の 1 人当たり SO2排出量の面から見ると、河北省は最上位にあり、最下位









このうち、北京市で排出された SO2は 7.9 万トン、天津市での排出量は 20.9 万トン、河北省で
の排出量は 119 万トンであった ３地域のうち、河北省で排出された SO2 が占める割合は
80.5%に達している71 つまり、長江デルタと珠江デルタに比べると、京津冀地域は経済と環境の
                                                        
4 SO2排出量の格差だけではない 例えば、2014 年に北京・天津・河北地域で排出された窒素酸化物は 197 万ト
ンを記録した うち、北京で排出された窒素酸化物は15万トン、天津は 30.7 万トン、河北は151万トンであった 
3地域のうち、河北省で排出される窒素酸化物は 76.7%を占めている  
1999 2004 2008 2014 1999 2004 2008 2014 1999 2004 2008 2014
北京 2.1 4.1 6.4 10.0 18.6 12.8 6.9 3.7 23.3 19.1 12.3 7.9
天津 1.5 3.1 5.9 10.5 25.3 22.2 20.4 13.8 24.2 22.7 24.0 20.9
河北 0.7 1.2 2.3 4.0 20.1 21.0 19.2 16.1 132.6 142.8 134.5 119.0
上海 2.7 4.6 6.7 9.7 27.4 25.8 20.8 7.8 40.3 47.4 44.6 18.8
江蘇 1.1 2.0 4.0 8.2 13.6 16.5 14.6 11.4 98.0 124.0 113.0 90.5
浙江 1.2 2.4 4.1 7.3 14.2 16.5 14.2 10.4 63.6 81.4 74.1 57.4
広東 1.1 2.1 3.8 6.3 9.6 12.6 11.5 6.8 69.5 114.8 113.6 73.0
























質と資源消費量の環境ジニ係数を測定した その結果、環境ジニ係数の数値は 0.4 を超えてい
ないため、中国の環境不平等は比較的に小さいと主張した また、郭他(2015)は中国「工業三
廃」の環境ジニ係数を測定した その結果、環境ジニ係数は 1991 年の 0.18 から 2010 年に










めるのは、彼らの生活上少なくとも次の 3 点に関わるからである 第１に、「清潔で安全な環境」で












このような状況下で、United Church of Christ の報告書(1987)を始めとして「環境正義
















                                                        
72  Boyce, J. K. et al. (2015), pp.3－7. 
73 環境正義に関する詳しい議論については，大野美砂(2011)、石山徳子(2006)、原口弥生(1999)などを参照さ
れたい  















1980 年代の環境正義をめぐる動きを受け、1991 年 10 月 24～27 日にワシントン D.C で
「第 1 回全米有色人種環境リーダーシップサミット」が開催された 同サミットで、「環境公正」の原
則が採択された 74 1992 年 6 月にアメリカ環境保護庁(EPA)が報告書「環境平等
(environmental equity)あらゆるコミュニティに対するリスクの逓減」を発表し、同年 11 月には
EPA に環境平等室が開設され、全米環境公正諮問評議会も新たに創設された EPA が確実に
環境平等を進めるように道筋がつけられた 転機となったのは 1994 年にビル・クリントンが発表した
「大統領命令12898 号―環境公正」である この命令によって、連邦政府諸機関は人種的マイ
ノリティーや低所得者層に環境リスクの負荷が不平等な形で分配されないように環境公正に配慮






                                                        
74 詳細は(http://www.ejnet.org/ej/principles.html)を参照されたい  
75 原口 (2010)、p.55  







ブラジルなども導入している 例えば、台湾の環境警察は 1997 年に設立され 2002 年 1 月まで

















している しかし、本研究では 1人が排出する環境汚染物質量を分析する  
まず、廃水を見てみよう 図 5—１は京津冀地域別工業廃水排出量の経年変化を示している 
1991 年から 2014 年まで、北京市の廃水量は年々減少していることが分かる 特に、2000 年
代に入ると急激に減少している 河北省の場合は常に北京市より廃水量が多く、2000 年代以
                                                        
76 原文：The fair treatment and meaningful involvement of all people regardless of race, color, 
national origin, or income with respect to the development, implementation, and enforcement 
of environmental laws, regulations, and policies. (詳細は https://www.epa.gov/を参照されたい)  







降廃水量は増加し、北京市との格差はさらに増大している 2014 年に北京市の廃水は 9174
万トン、天津市は 1 億 9011 万トンであったのに対し、河北省は 10 億 8600 万トンであった こ
れは、北京市の約12倍、天津市の約5.7倍の数値である さらに、1人当たり排出量を見ると、
1991 年の北京市の廃水量は 36.08 トン、河北省の廃水量は 14.49 トンであり、北京市のほ
うがはるかに多いことがわかる しかし、その差は徐々に減少した 2001 年になると、この現象は逆
転する それ以降、河北省の廃水量は北京市より増えている 特に、注目したいのは 2008 年の
北京市オリンピック以降、北京市は低廃水量を維持している 一方、河北省の廃水量は 2001
年以降も増加を続けている 1991年から2008年までは天津市の廃水量が河北省より多かった
が、それ以後は減少している 2014 年に北京市の廃水量は 4.26 トン、天津市は12.53 トンで
あったのに対し、河北省は北京市の約3.5 倍で、14.71 トンを記録した  
 























ある 全体的に見ると、北京市、天津市、河北省ともに廃気量が年々増加している 2000 年代
以降河北省の廃気量は北京市と天津市より著しく拡大しており、この地域との差は非常に大きく
なった さらに、2001年からの廃気量は約 1万億Nm3を突破した 2014 年の北京市の廃気 
量は3569億Nm3、天津市は8800億Nm3であったのに対し、河北省は7兆2732億Nm3
で、これは北京市の約 20 倍、天津市の約 8.3 倍となっている さらに、1 人当たり廃気を見ると、
1991 年の北京市の廃気量は 2.27 万 Nm3、河北省は 0.88 万 Nm3であり、北京市のほうが
多かったが、2003 年になると、この現象は逆転する それ以降、河北省の廃気量は北京市よりも
増えている 2008 年の北京市オリンピックを境に北京市の廃気量は減少している 一方、河北省








量は 1.66 万 Nm3、天津市は 5.80 万 Nm3であったのに対し、河北省は 9.89 万 Nm3であ










最後に、廃棄物を見てみよう 図 5—3 は京津冀地域別工業固体廃棄物産出量の経年変
化を示したものである 廃棄物総量を見ると、1991-2000 年頃までの変化は少ないが、2003
年以降は大きな変化があることが分かる 2014年に北京市の廃棄物総量は1021トンで、天津
市は 1735 トンであったのに対し、河北省は 4 億 1928 万トンで、これは北京市の約 41 倍、天
津市の約 24 倍になっている 同年河北省の工業固体廃棄物産出量は全国第 1位であった さ
らに、1 人当たり廃棄物量を見てみると、同様のことが起こっていることが分かる すなわち、北京市








トンに減少した 逆に、河北省の場合は1991年では0.86 トンで北京市との差は0.22 トンであ
った 2000年でも1.05トンで、北京市と大差はなかったが、2014年には5.68 トンとなり、北京








ジニ係数(Gini Coefficient)とは、公平性・平等性の項目としてよく用いられている概念の 1 つ
であり、国や地域の所得分配を用いて計算された結果が公表されるなど、広く知られている この
係数は、0 と 1 との間の値をとり、分配に偏りが小さく平等の程度が高い場合は 0 に、分配に偏り
が大き く不平等の程度が高い場合は 1 に近づ く ジニ係数の目安について UN-
HABITAT(2008)によると、代表的な項目である 0.25-0.29 は不平等が低水準で、0.4 は国
際的な警告ライン、0.6 以上は不平等が極めて高い水準と見られている78  
ジニ係数は所得分配の不平等度以外にも、富の偏在性やエネルギー消費、環境汚染物質に
おける不平等度などに応用されている 例えば、Ruitenbeek は 1996 年に初めて、ジニ係数を
環境経済分野へ応用している79 それ以降、Heil らは 1997 年に初めてジニ係数を使用して、炭
                                                        
77 格差というのは、ある指標の分布のばらつきの大きさ(差の状態)を意味している 不平等とは、格差を発生させる 
因果的な仕組みを意味するもので、豊かさの程度や分布のばらつき  (格差)とは異なる次元のものである 格差が 
指標の分布・分散を示すのに対して、不平等は価値判断を含む格差の形成メカニズム、という区別になっている 詳 
しい内容については，吉川徹(2009)を参照されたい  
78 UN-HABITAT. (2008), p.51. 
79 Ruitenbeek, H.J. (1996), pp.49-64. 







素排出不平等を計測した80 Bouvier はアメリカの Maine 州において大気汚染のジニ係数を計
測した81  
本研究では、このジニ係数を応用した「環境ジニ係数(Environmental Gini Coefficient)」
を用いて分析を進める  GDP に基づいた環境ジニ係数を測定する ここで取り上げた環境ジニ係
数とは、地域ごとの汚染物質排出量が GDP に対してどの程度の分配不平等を定量的に示してい
るかを求める82 このように得られた環境ジニ係数は、通常のジニ係数と同様に0 と 1 との間の値を
とり、0 の時は GDP に基づいた汚染物質の分配が完全一致しており、1 に近づくほど不平等の程
度が大きく離れていることを意味する  
 

















算結果は 0.38、0.44 と 0.50 である 上記①の廃水については、2014 年の京津冀地域の廃
                                                        
80 Heil, M.T. et al. (2000), pp.163-181. 
81 Bouvier, R. (2014), pp.39-47. 
82 環境ジニ係数の求め方は多くある ただし、データの制限および分析の便宜のため、本研究では台形面積を採用し、 
京津冀地域の環境ジニ係数を測定する 具体的にはBoyce, J.K. et al. (2015) 、Bouvier. R (2014)、 
王他(2006)を参照されたい  








出量を削減する必要がある 上記②の廃気のジニ係数も 0.44 に達し、厳しい不平等状態を示
している 上記③の廃棄物ジニ係数は 0.50 に達し、警戒ラインもはるかに超えている  
 
(３) 環境不平等度の経年変化 








(１)青い折れ線グラフは廃水ジニ係数の経年変化を示したものである 1991 年から 1997 年
まで廃水の格差はほとんどなく、徐々に縮小していたが、1998 年からは急増し、2005 年を除き、
廃水の格差は急速に拡大した 2014 年には最大値の 0.38 になった (２)緑の折れ線グラフは








下降を繰り返している そして 2004 年までは急上昇し、2011 年には警戒ラインを超え、2014
年には最大値の 0.44 を記録した (３)赤い折れ線グラフは廃棄物ジニ係数の経年変化を示し
たものである 廃棄物のジニ係数は廃水、廃気よりも常に大きいことが分かる ジニ係数値は





1998 年以降は増加し続けた 特に 2000 年代以後、北京市オリンピックを開催するため、産業
移転が進んでいたことにより、環境ジニ係数値は急増した 2001 年から 2008 年までのジニ係数
変化は増加と減少を繰り返した しかし、2008 年の北京市オリンピック以降はジニ係数の変化は
大きくなっている 廃棄物と廃気のジニ係数値が警戒ライン(0.4)を超えた時期に関しては、それぞ
れ 2007 年と 2011 年であり、廃水は警戒ラインのすぐ近くにまで達した これらのことはすべて









まず、京津冀各地域の環境投資額を見てみよう 環境保全には資金が必要である 図 5—5
は 2003 年から 2014 年までの京津冀各地域の環境投資額と 1 人当たり環境投資額を示した








は 2014 年に 2003 年の 9.7 倍に近い 624.4 億元に達し、天津市は約 5.4 倍の 278.9 億
元に増加した 河北省も約 6.0 倍の 490 億元に達したが、2011 年にピークに達してから、下り
始めた さらに1人当たり環境投資を見ると、差は極めて大きい 特に河北省と北京市の差が著し








2011 年に河北省の環境投資額が急に増加してきた要因には「PM2.5 事件」の影響があった 
環境保護団体の緑色平和によると、京津冀地域の石炭火力発電所から排出された「PM2.5」の
影響による死者は2011年に 9900人に上った 9900人の内訳は、北京市が2000人、天津
市が 1200 人、河北省が 6700 人である このうち、肺がんによる死亡は 850 人、新生児 190
人も汚染の影響で死亡しているという 2011年の時点で京・津と河北省には石炭火力発電所が







196 カ所あり、うち河北省は 152 カ所(約 78％)を占める 死亡例の 75％は河北省の火力発
電所の排出ガスよるものだとこの報告書は分析している83 また、2016 年 2 月 5 日、中国環境
保護部は「2015 年全国都市大気汚染状況」を発表した 中国大気の質ワースト 10 都市の中

















独自に厳しい基準を定めている 例えば、汚染物排出費の徴収水準の比率は約 9：7：1 であ
                                                        
83 緑色平和 (2013)、p.2  
84 「2015 年全国大気の質ワースト 10都市」は順に、保定市(河北省)、邢台市(河北省)、衡水市(河北省)、唐山
市(河北省)、鄭州市(河南省)、済南市(山東省)、邯鄲市(河北省)、石家荘(河北省)、廊坊市(河北省)、瀋
陽市(遼寧省)であった  
85 中国環境保護部、『中華人民共和国環境保護法』、1989年版・2014年版  



























                                                        
86 中国新聞、 [http://www.chinanews.com/cj/2015/03-07/7109290.shtml―2016 年 3 月 25 日ア
クセス］  
87 Grossman, G.M. et al. (1995), pp.353－377． 
88 Taylor, S. (2006), pp.1－27． 
89 新華網[http://news.xinhuanet.com/newscenter/2002-07/13/content_481081.htm―2017 
年3月 24日アクセス］  
90 張 (2012)、p.369  




















                                                        
91 2015 年に、中国の粗鋼生産量は 8 億 383 万トンを達したが、このうち、河北省の生産量は 1 億 8833 万トン
で、全国の 23.4%を占めている さらに、中国の鋼材生産量は 3 億 3607 万トンを達したが、河北省の生産量は
2億 5245 万トンで、全国の22.5%を占めている  
92  本研究では環境ジニ係数を用いて不平等度を表そうと試みたが、その他にも、タイル指数、変動係数などの不平等
尺度を用いる分析手法もある  
93 Boyce, J.K. et al. (2015), p.1． 
94 「京津冀協働発展」は「一帯一路」、「長江経済ベルト」と並んで中国の地域発展戦略の 3 大戦略の 1 つであり、
一体化した北京・天津・河北地域は全国経済成長のけん引役として期待されている  








第 6 章 収入格差と環境の質の実証研究 
 
１ はじめに 
経済発展と平等な所得分配は経済学の中心的な課題の 1 つである Kuznets(1955)によ
り、「経済発展の初期時点では、経済発展とともに所得分配の不平等度は拡大するが、所得が
一定の水準になってからは、経済発展と共に所得分配がかえって平等化する」という「逆 U 字仮説」




年に世界銀行の『World Development Report』において、大きく取り上げられた 研究代表




横軸，後者を縦軸にとる)，それらの関係が「逆 U 字型」を示すことから，「EKC 仮説」は環境





                                                        
95 Kuznets, S. (1955), pp.1-28. 
96 Panayotou, T. (1997), pp.465-484. 









この問題に係わる研究を開拓したのは Boyce である Ｂoyce(1994)によると、収入不平等






排出を刺激することを明らかにした99 同じく、黄他(2014)は 1998－2010 年の間の 20 ヵ国の
CO2排出量を検証した 結果は同様に Boyce の観点を支持するものだった
100  
これらの研究は国家間やアメリカ、中国を研究対象として取り上げることが多かった しかし、京




クズネッツ曲線」を分析し、第 3 節では収入格差を測定し、それに基づき第 4 節では収入格差が
環境に与える影響を明らかにするために、「環境クズネッツ曲線」をベースとして、収入格差と環境の




                                                        
97 Boyce, J.K. (1994), pp.169-178. 
98 Torras, M. and J.K. Boyce. (1998), pp.147-160. 
99 李 (2006)、pp.46－50  
100 黄 (2014)、pp.31－35  


























当たり GDP が 27500 元前後の時点で、1 人当たり工業固体廃棄物排出量の極大点を迎えて
いることがわかる 「環境クズネッツ曲線」は転換点を回って、減少傾向が見られる しかし、完全な
「逆 U字型」の形を描いておらず、まだ途中の段階にある  
 
                                                        
101 1 人当たり GDP のデータは京津冀地域の総GDP(1994 基準で算出した実質 GDP) /京津冀地域の総人口を
得られたデータを利用する  














































ここで、xi は各地域１人当たり GDP と総１人当たり GDP の比値の低い順、yi は i 地域の１人




所得分配が全人口間で完全に平等である場合には 0 になり、1 人によってすべての所得が得ら
れている完全不平等の場合は log(n)となる タイル指数の求め方は、以下の通りである  
 















ができる 変動係数の求め方は以下の通りである  
                                                        
102 本論文では、京津冀地域収入格差は13都市ごとの 1人当たりGDP の格差を指す  
103 孫 (2005)、p.51  
104 一森 (2011)、p.2985  


























があるため、収入格差係数と 1 人当たり GDP の交互作用項を用い、１人当たり GDP の環境の
質に対する間接効果を検証する 実証分析において、収入格差を反映する係数は 2005 年前
後において「逆 U 字型」の関係をなし、収入格差による影響がある程度の変動がある可能性を示
唆している 比較のため、疑似変数Dyearをモデルに導入する Dyear＝0は1994-2004年、
Dyear＝1 は 2005-2014 年を表す また、定数項は推定量の有意性に影響を与える可能性































境の質への影響が異なることを示すものである Xj•lnperGDP •Dyear は収入格差、１人当た
り GDP と疑似変数の積であり、経済発展の環境の質に対する間接効果を表している Dyear は
異なる疑似変数D05 (Dyear＝1994-2004 年と Dyear＝2005-2014 年)と D06(Dyear








項目について 1994 年基準で算出した実質GDP を用いる  
 
表6—１ 記述統計量の結果 
項目 単位 最小値 最大値 平均値 標準偏差 
１人当たりGDP 元/人 4812.61 32240.55 15277.58 8785.18 
１人当たり工業固体廃棄物 kg/人 867.17 4521.07 2057.86 1302.35 
１人当たり工業廃水 kg/人 12375.87 18217.74 15420.57 1641.92 
１人当たり工業廃気 m3/人 12825.52 85728.40 40203.26 26216.47 
Gini coefficient - 0.388 0.439 0.422 0.016 
Variation coefficient - 0.474 0.604 0.557 0.039 
Theil index - 0.418 0.538 0.487 0.036 
 
さらに、各地域の GDP と汚染物質が人口をウエイトとしてすべての地域に関して平均することに
より１人当たりGDP と１人当たり汚染物質の時系列データを作成して EKC を分析する 各項目















た、ARCH モデル(自己回帰条件付き分散不均一 ARCH モデル)による検定でも有意性が認め
られない結果となっている さらに、すべてのモデルについて調整済み決定係数 R２は 0.75 以上で
あることから、モデルは当てはまりがよく、変数が有意であり、信頼性が高いことが考えられる 全体













                                                        
105 大坂 (2006)、p. 91  









る ただし、ジニ係数だけが 10％の有意水準で有意であることを示している これは、1994ー
2004 年までの間に京津冀地域の収入格差が固体廃棄物の排出を加速させていないことを意味
する 一方、Dyear＝1 の場合から見ると 2005-2014 年に、収入格差を表す係数はすべて逆
の動きをとり、それぞれの係数は 43.8725106、39.3771、48.9841 となっている さらに、3 つの
指数は共に 5％の有意水準で有意であることを示している これは、2005 年以降、京津冀地域
の収入格差は固体廃棄物の産出を加速させたことが考えられる さらに、収入格差指数と１人当











係数 T 値 係数 T 値 係数 T 値 
lnperGDP 10.8962*** 3.3194 10.7206*** 3.3130 11.1305*** 3.2076 
lnperGDP 2 -2.1815*** -3.0329 -2.1860*** -3.0472 -2.2753*** -2.9657 
lnperGDP 3 0.1205*** 3.0109 0.1216*** 3.0320 0.1266*** 2.9468 
X -5.6234* -1.7991 -2.1053 -1.6048 -2.6923 -1.4793 
X×D05 49.4959** 2.3366 39.3771** 2.3386 48.9841** 2.2244 
X×lnperGDP×D05 -5.1913** -2.3318 -4.1272** -2.3341 -5.1240** -2.2204 
調整済みの決定係数 0.9570 0.9561 0.9547 
検定量 F 値 p 値 F 値 p 値 F 値 p 値 
LM(1) 0.0494 0.8272 0.0536 0.8203 0.0523 0.8224 
ARCH 0.4198 0.5252 0.2105 0.6519 0.0729 0.7902 
注：（）内は標準誤差、*は p＜0.1(10%水準)、**は p＜0.05(5%水準)、***は p＜0.01(1%水準)である  
                                                        
106 2005 年以降、収入格差変数の係数はβ4+β5 である 中のジニ係数だけは 1994-2004年に有意であるた
め、係数は49.4959-5.6234＝43.8725 である  











も有意性が認められない 一方、Dyear＝1 の場合から見ると 2005-2014 年に、ジニ係数、変
動係数、タイル指数は共に変動し、それぞれの係数は 29.9037、22.2081、24.1939 となって
いる 3 つの指数共に 5％の有意水準で有意である また、収入格差の指標と１人当たり GDP












係数 T 値 係数 T 値 係数 T 値 
lnperGDP 6.3529*** 4.7353 6.1293*** 4.6173 5.9615*** 4.1595 
lnperGDP 2 -1.0369*** -3.5271 -0.9997*** -3.3969 -0.9635*** -3.0406 
lnperGDP 3 0.0509*** 3.1129 0.0490*** 2.9821 0.0470** 2.6478 
X -1.5774 -1.2374 -0.5195 -0.9653 -0.4085 -0.5435 
X×D05 29.9037*** 3.4540 22.2081*** 3.2151 24.1939** 2.6600 
X×lnperGDP×D05 -3.1153*** -3.4238 -2.3120*** -3.1873 -2.5156** -2.6393 
調整済みの決定係数 0.7775 0.7714 0.7608 
検定量 F 値 p 値 F 値 p 値 F 値 p 値 
LM(1) 1.0049 0.3331 1.0505 0.3228 0.9936 0.3358 
ARCH 0.2332 0.6350 0.0828 0.7769 0.0129 0.9107 
注：（）内は標準誤差、*は p＜0.1(10%水準)、**は p＜0.05(5%水準)、***は p＜0.01(1%水準)である  
 
 








表 6—４は収入格差と工業廃気排出量の回帰分析結果を示したものである Dyear＝0 に
よると、1994-2005 年に、収入格差が工業廃気に有意な負の影響があり、ジニ係数、変動係
数およびタイル指数はそれぞれ-2.4037、-0.8127、-0.8773 となっている ただし、上記の指標
は何れも有意性が認められない 一方、Dyear＝1 の場合を見ると 2006 年以降になると、ジニ
係数、変動係数、タイル指数は共に顕著な変動を示し、それぞれの係数は50.2772、37.6687、
44.5728 となっている 3 つの指数が共に 1％の有意水準で有意であることから、京津冀地域の










係数 T 値 係数  係数 T 値 
lnperGDP 8.8668*** 4.3297 8.6030*** 4.1694 8.8179*** 3.8331 
lnperGDP 2 -1.6770*** -3.7509 -1.6376*** -3.5998 -1.6862** -3.3355 
lnperGDP 3 0.0916*** 3.7057 0.0897*** 3.5546 0.0924** 3.2833 
X -2.4037 -1.1431 -0.8127 -0.9159 -0.8773 -0.6956 
X×D06 50.2772*** 3.8408 37.6687*** 3.5593 44.5728*** 3.0178 
X×lnperGDP×D06 -5.1471*** -3.7717 -3.8550*** -3.4949 -4.5618*** -2.9660 
調整済みの決定係数 0.9845 0.9840 0.9837 
検定量 F 値 p 値 F 値 p 値 F 値 p 値 
LM(1) 2.9758 0.1065 2.4329 0.1411 1.4351 0.2508 
ARCH 0.0118 0.9146 0.0131 0.9102 0.0385 0.8466 































                                                        




染産業は環境規制が厳しい北京から環境規制が緩い河北省へ移転することになる もう 1 つ目は非自発的な産
業移転である 京津冀地域の政治経済構造により、中央政府の政策により産業移転を行う 例えば、2004 年の
「廊坊共識」、2008年のオリンピック開催、2014年のAPEC会議など、全て北京市の産業構造の調整と環境改
善のため、大規模的な汚染産業の移転が進んだ  



































具体的には 2014 年時点の北京市と天津市の 1 人当たり GDP はそれぞれ 99995 元、
105231 元であるが、それに対して、河北省は 39984 元しかなく、河北省との格差は、それぞれ
60011 元と 65247 元であり、京津が河北省を大きく上回っている また、京津冀地域内におけ
る大気汚染格差に関しては、2014 年に京津冀地域で排出された工業粉塵は 158 万トンを記
録したが、このうち、河北省で排出された工業粉塵が占める割合は 91.4%に達している 同様に、
                                                        
108 2013 年から、中国環境保護部は74都市の大気汚染状況を発表することになっている  
年 北京 天津 河北 北京 天津 河北 北京 天津 河北 北京 天津 河北 北京 天津 河北
2010 7.4 7.3 2.9 3.8 6.2 64.4 19.3 47.6 89.5 2.7 6.7 31.6 2.3 5.3 3.4
2011 8.2 8.5 3.4 2.9 6.5 122.4 14.6 48.2 169.0 1.8 5.8 49.9 1.8 5.6 6.5
2012 8.7 9.3 3.7 3.1 5.9 105.6 14.9 41.8 144.9 1.7 4.6 39.7 1.9 5.0 5.6
2013 9.5 10.0 3.9 2.7 6.3 118.2 12.9 42.6 161.2 1.4 4.3 41.6 1.7 5.3 6.3



















1 人当たり工業粉塵を見ると、河北省は最上位にあり、最下位の北京市の 18.49 倍になってい
る さらに、河北省の GDP 当たり工業粉塵は 48.95 トンで、北京市の 46.18 倍になっている 
同じく、河北省の単位面積当たり工業粉塵は 7.72 トン/km2で、全国平均排出強度(1.8 トン



















る そのため、次節では経済・大気汚染格差の測定方法を紹介し、第 3 節では経済・大気汚染
                                                        
109 Bouvier, R. (2014), pp.39-47. 
110 鄭 (2014)、pp.218－225  



































ここで、Yi は i 地域の汚染物質排出量、Y は地域の総汚染物質排出量、Xi は i 地域の人口、
GDP、土地面積 X は地域の総人口、GDP、土地面積である  
 
 
                                                        




)(21 dxxGGini  本章では、京津冀地域の経済格差は収入ではない、13 都市ごと GDP
の格差を指す  









































































いることが分かる 具体的には、右軸の経済格差を表すジニ係数を見ると、2004 年の 0.329 か
ら、2011年の0.289まで徐々に下降している それに対して、左軸の大気汚染格差を表す環境
ジニ係数は 2010 年を除いて、2004 年から 2011 年まで、年々増加現象となっている さらに、
経済格差は 2012 年から上昇しているものの、大気汚染格差は減少している 2014 年の時点
で、経済係数は 0.301 に達し、不平等度は少ないことが分かる それに対して、人口、GDP、土
地面積に基づいた環境ジニ係数は全て警戒ラインの 0.4 を超えている それぞれは 0.546、
0.634、0.588 である この結果により、京津冀地域の粉塵においては大気汚染の格差があり、
厳しい不平等が存在していることを示している  








次に、タイル指数の結果を見てみよう 図 7—3 はタイル指数からみた経済格差と大気汚染格
差の経年変化(2004-2014)を示したものである これを見ると、ジニ係数と同様のことが起こって
いることが分かる 具体的には、右軸の経済格差を表すタイル指数を見ると、2004 年の 0.557
から、2011 年の 0.492 まで徐々に下降している 一方、左軸の大気汚染格差を表すタイル指
数は 2010 年を除いて、2004 年から 2011 年まで、年々増加現象を示している さらに、経済
格差は 2012 年から上昇しているものの、大気汚染格差は減少している 2014 年の時点で、経
済タイル指数は 0.508 に達している それに対して、人口、GDP、土地面積に基づいたタイル指




















の 0.624 から、2011 年の 0.562 まで徐々に下降している 一方、左軸の大気汚染格差を表
す変動係数は 2010 年を除いて、2004 年から 2011 年まで、年々増加現象となっている さら
に、経済格差は 2012 年から上昇しているものの、大気汚染格差は減少している 2014 年の時
点で、経済の変動係数は0.583 に達している それに対して、人口、GDP、土地面積に基づいた





















唐山市への移転がある 国務院はこの移転を 2005 年に批准し、2010 年には移転が完了し、












間には、有意な高い負の相関が認められた( r = -.738, p < .001) さらに、GDP、土地面積
に基づいた環境ジニ係数と経済格差の間には、有意な中程度の負の相関が認められた それぞれ
は、GDP( r = -.657, p < .005)、土地面積( r = -.545, p < .010)である つまり、2004-
2014 年は、経済格差と大気汚染格差の間に有意な負の相関があると言える  
                                                        
112 相関係数とは 2 変量にどの程度の関係性があるかを表す指標であり、その範囲は-1 から 1 までの値をとり、-1 に近
いほど負の相関が高く、1に近いほど正の相関が高いと言える 具体的な目安としては、相関係数の絶対値が0.2よ
りも小さいときは「ほとんど相関がない」、0.2 から 0.4 くらいのときは「弱い相関がある」、0.4 から 0.7 の間は「中程
度の相関がある」、0.7 を越えるときは「強い相関がある」と表現する(白砂堤津耶、2010、pp. 40-41)  












GDP の値は「有意確率 (両側)」が「.000」となっていることから 0.1％水準で有意である また、
土地面積の値は 0.5％水準で有意であることが分かる それぞれは、人口は( r = -.863, p 
< .001)、GDP は( r = -.816, p < .001)、土地面積は( r = -.714, p < .005)である 







る それぞれ、人口は( r = -.774, p < .001)、GDP は( r = -.842, p < .001)、土地面積



















EGpeople EGgdp EGarea Gini 
EGpeople ピアソンの相関係数 1.000 
   
 
有意確率 (両側) 
    
EGgdp ピアソンの相関係数 .985*** 1.000 
  
 
有意確率 (両側) 0.000 
   
EGarea ピアソンの相関係数 .941*** .948*** 1.000 
 
 
有意確率 (両側) 0.000 0.000 
  
Gini ピアソンの相関係数 -.738*** -.657** -0.545* 1.000 
 
有意確率 (両側) 0.009 0.028 0.083 
 




ETpeople ETgdp ETarea Theil 
ETpeople ピアソンの相関係数 1.000 
   
 
有意確率 (両側) 
    
ETgdp ピアソンの相関係数 .973*** 1.000 
  
 
有意確率 (両側) 0.000 
   
ETarea ピアソンの相関係数 .965*** .952*** 1.000 
 
 
有意確率 (両側) 0.000 0.000 
  
Theil ピアソンの相関係数 -.863*** -.816*** -.714** 1.000 
 
有意確率 (両側) 0.001 0.002 0.014 
 
注：*は p＜0.1(10%水準)、**は p＜0.05(5%水準)、***は p＜0.01(1%水準)である  
 
 










ECpeople ECgdp ECarea Cv 
ECpeople ピアソンの相関係数 1.000 
   
 
有意確率 (両側) 
    
ECgdp ピアソンの相関係数 .738*** 1.000 
  
 
有意確率 (両側) 0.010 
   
ECarea ピアソンの相関係数 .996*** .717** 1.000 
 
 
有意確率 (両側) 0.000 0.013 
  
Cv ピアソンの相関係数 -.774*** -.842*** -.758*** 1.000 
 
有意確率 (両側) 0.005 0.001 0.007 
 


























気汚染対策に過去 3 年間(2014 年 61.2 億元、2015 年 134 億元、2016 年 165.4 億
元)で 360 億 6000 万元(約 6000 億円)の資金を投資した113 しかしながら、大気汚染は改
善せず環境問題は深刻である つまり、大気汚染という問題は特定区域の改善だけでは効果が
ないと言える さらに、中央政府の圧力により大気汚染対策として河北省では重工型企業の閉鎖
措置が取られている 例えば、河北省は大気汚染対策として 2013 年に「6643」プロジェクトに取
り組んでいる このプロジェクトのもとで、2015-2017年3年間で、鉄鋼、セメント、石炭、ガラスの
生産能力をそれぞれ 6,000 万トン、6,000 万トン、4,000 万トン、3,000 万重量箱〈１重量
箱は約 50 キロ〉を削減する計画である114 しかし、河北省の環境保護局の発表によると、6000








                                                        
113 Record China、[http://www.recordchina.co.jp/b158786-s0-c60.html―2016 年12月 25日アク 
セス] 
114 河北省人民政府、[http://info.hebei.gov.cn/eportal/ui?pageId=1962757&articleKey=6200199 
&columnId=329982―2016 年 12月25日アクセス] 
115 例えば、京津冀地域は汚染物排出費の徴収水準の比率が約9：7：1 である  





















                                                        
116 Sakata, S. et al. (2006), pp.51－60  





























































                                                        
117 杉本 (2006), pp.35－49．  

































                                                        
118 バインジリガラ (2009)、p.134． 


























(NAACP)NGO 団体によって、先住民環境ネットワーク、Little Village Environmental 
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